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証券コード2293
2026年６月５日

（電子提供措置の開始日2026年６月２日）
株 主 各 位

栃 木 県 栃 木 市 泉 川 町 556 番 地
滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
代表取締役社長 瀧 澤 太 郎

第76回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第76回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第76回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.takizawaham.co.jp

上記の当社ウェブサイトにある「企業情報」「株主のみなさまへ」「株主情報」の順に選択して
ご覧ください。

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2026
年６月23日（火曜日）午後６時までに議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
1． 日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
2． 場 所 栃木県栃木市泉川町556番地

滝沢ハム株式会社 本店４階会議室
（末尾ご案内図をご参照ください。）

3． 目的事項
報 告 事 項 1． 第76期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

2． 第76期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。
◎ ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねておりま

す。なお、法令及び当社定款の規定に基づき、下記の事項を除いております。したがって、
当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一
部であります。
「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等
変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

<株主様へのお願い>
株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解いただきますよ
うお願い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセ
スし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力
いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つのいずれかの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2026年6月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

2026年6月23日（火曜日）午後６時入力完了分まで

2026年6月23日（火曜日）午後６時到着分まで
インターネットにより議決権を行使される場合

書面（郵送）により議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして
取り扱わせていただきます。

行使期限

行使期限

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし ”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用
の株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承く
ださい。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）
は株主様のご負担となります。

④ 書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効
な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数、又はパソコン・ス
マートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお
取扱いいたします。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は本

総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いしたいと存じま
す。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１
たき ざわ た ろう
瀧 澤 太 郎
(1971年７月１日生)

1999年 1 月 当社入社
2002年 ６月 当社取締役商品開発部長
2003年 ２月 当社常務取締役
2003年 ４月 当社代表取締役社長
2011年 ９月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2012年 ３月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長
2019年 ８月 当社代表取締役社長兼食肉本部長
2020年 ４月 当社代表取締役社長
2021年 ６月 当社代表取締役会長
2023年 ４月 当社代表取締役社長
2024年 ３月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2024年11月 当社代表取締役社長（現任）

60,000株

２
やま ぐち あきら
山 口 輝

（1954年10月３日生）

1977年 ４月 株式会社足利銀行入行
2004年 6 月 同行今市支店長
2007年 ８月 当社入社 監査部長
2008年 ６月 当社管理本部長兼総務部長
2009年 ６月 当社取締役管理本部長
2018年 ６月 当社常務取締役管理本部長（現任）

2,000株

３
はま むら やす ひろ
浜 村 恭 弘

（1962年12月４日生）

1987年 ９月 浜村浩安税理士事務所入所
1990年 ４月 税理士登録
2007年 ２月 税理士法人浜村会計設立 社員税理士（現任）
2013年 ６月 当社監査役
2016年 ６月 当社社外取締役（現任）

0株
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(注) 1．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に起因して損害賠
償請求された場合の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。各候補者は、当
該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

2．取締役候補者瀧澤太郎、山口輝及び浜村恭弘の３氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
3．浜村恭弘氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、社外取締役として経営の監督と経営

全般への助言をいただいた経験及び税理士としての知見を活かしていただくことを期待したためであり、社外取締役として
職務を適切に遂行できると判断いたしました。なお、社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年となります。

4．当社は、浜村恭弘氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる恐れのない独立役員として届け出て
おり、同氏の選任が承認された場合は、引き続き独立役員となる予定であります。

5．当社と浜村恭弘氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。同氏の再選が承認された場合、引き続き当該契約を継続する予定であります。

<ご参考>
取締役のスキル・マトリックス
本総会において各取締役が選任された場合、各取締役（監査等委員である取締役を含む。）
の専門性と経験は次のとおりです。

氏名 区分 企業経営 マーケティング
・商 品 開 発

生産技術
品質管理 財務・会計 法務

リスク管理 国際性

瀧澤太郎 取 締 役 〇 〇 〇

山口 輝 取 締 役 〇 〇 〇

浜村恭弘 取 締 役 〇 〇 〇

大橋晴夫 監査等委員 〇 〇

鎌形俊之 監査等委員 〇 〇 〇

新田裕子 監査等委員 〇 〇 〇

以 上
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年
４
３

月
月
１
31

日
日
から
まで）

1． 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における国内外の経済活動は、緩やかな改善が見られた一方、アメリカに
よる関税措置、ウクライナ情勢の長期化、日中関係の緊張、ホルムズ海峡における原油供給
不安など、地政学リスクの拡大により不確実性の高い状況が続きました。 国内においても、
円安の長期化に伴う輸入原材料価格やエネルギーコストの上昇、物価上昇による実質購買力
の低下などから、個人消費の回復は力強さを欠く展開となりました。
当社グループを取り巻く事業環境も依然として厳しい状況にありましたが、「消費者に感

動を与え続ける商品をお届けし、地元愛と共に社員満足の高い食品企業への成長を続ける」
というビジョンステートメントのもと、 「新商品の開発と販売促進の強化」「生産・加工体
制の見直しによる生産性向上」「原価低減施策の継続」「仕入先の多様化や規格変更による原
材料調達リスクの低減」などの施策に取り組んでまいりました。
しかしながら、物価上昇に伴う個人消費の減退により販売数量が減少し、当連結会計年度

の売上高は265億65百万円（前年同期比5.4％減）となりました。 一方、損益面では、輸
入牛肉をはじめとする原材料価格の高止まり、エネルギーコストの上昇、人件費の増加など
のコストアップ要因を吸収しきれず、営業損失・経常損失は改善したものの依然として厳し
い水準となりました。 その結果、営業損失３億83百万円（前年同期４億32百万円の営業
損失）、経常損失３億61百万円（前年同期４億５百万円の経常損失）、親会社株主に帰属す
る当期純損失２億30百万円（前年同期４億95百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）
となりました。
部門別の概況は次のとおりであります。

食肉加工品部門
食肉加工品部門につきましては、ハム・ソーセージ等の販売数量が減少し、売上高は102

億10百万円（前年同期比7.0％減）となりました。
惣菜その他加工品部門
惣菜その他加工品部門につきましては、新商品の導入等もあり、売上高は51億50百万円

（前年同期比0.2％増）となりました。
食肉部門
食肉部門につきましては、輸入ポークの取扱いが減少し、売上高は111億５百万円（前年

同期比6.4％減）となりました。
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その他部門
その他部門につきましては、外食部門等の売上高は98百万円（前年同期比2.4％増）とな

りました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の主なものは、泉川工場及びデリカ工場の機械設備等の

新設等であり、設備投資の総額は３億57百万円になりました。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度において、増資又は社債の発行等による資金の調達は行っておりません。

（4）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、当社グループを取り巻く経営環境は依然として不透明感

が強い状況にあります。 国内では、賃上げの広がりや雇用環境の改善、インバウンド需要
の回復などにより景気は緩やかな持ち直しが見込まれる一方、物価上昇が賃上げを上回る
状況が続き、個人消費は力強さを欠くものと考えられます。 海外においても、ホルムズ海
峡の緊張による原油供給不安、ウクライナ情勢の長期化による物流・資源価格の不安定化、
円安の長期化による輸入コスト上昇、金融市場の変動による世界経済の減速懸念など、当
社の事業活動に影響を及ぼす要因が多く、先行きは一段と不透明な状況にあります。
当業界においても、原材料価格やエネルギーコストの高止まり、人手不足に伴う人件費

の上昇、物流費の増加、消費者の節約志向の強まりなど、厳しい事業環境が継続する見通
しです。
このような状況の中、当社グループが優先的に取り組むべき課題は以下のとおりです。

① 商品開発力の強化と価値訴求の徹底
消費者の節約志向が続く中でも選ばれる商品づくりを進めるため、安全・安心で価値あ

る商品の開発、需要変化に即応した商品ラインアップの見直し、新商品の開発と販売促進
の強化を推進し、ブランド価値と市場競争力の向上を図ってまいります。

② 生産性向上とコスト構造改革
原材料価格やエネルギーコストの上昇が続く中、収益力改善に向けて、FSSC・ISO活

動を活用した品質安定、生産ラインの集約と商品の絞り込みによる効率化、生産プロセス
の見直しなど、持続的なコスト削減と生産性向上に取り組んでまいります。
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③ 調達リスクの低減と安定供給体制の強化
地政学リスクや為替変動による調達環境の不安定化に対応するため、原産地・規格変更

を含む柔軟な調達戦略、調達先の多様化によるリスク分散を進め、安定供給体制の強化を
図ってまいります。

④ 人材確保と働きやすい職場環境の整備
人手不足が続く中、働き方改革の推進、生産現場の省力化・自動化、教育・研修の充実

による人材育成、社員満足度向上に向けた職場環境整備に取り組み、持続的成長を支える
人材基盤の強化を進めてまいります。

⑤ 財務基盤の強化と株主還元
当社は配当を重要課題の一つと認識しておりますが、まずは収益力の回復と財務体質の

改善を最優先に取り組む必要があります。当期の業績動向を踏まえ、誠に遺憾ながら無配
とさせていただきました。 今後は、収益力の回復、コスト構造改革の定着、財務基盤の
強化を着実に進め、安定配当の再開を目指してまいります。
株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご指導を賜りますようお願い

申し上げます。

（5）財産及び損益の状況

区 分
第 73 期

(20222023
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第 74 期
(20232024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第 75 期
(20242025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

第 76 期
(20252026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

売 上 高(千円) 29,458,149 28,211,159 28,088,795 26,565,217
経 常 利 益
又は経常損失(△)(千円) △167,560 173,791 △405,237 △361,064

親会社株主に帰属
する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) △191,040 123,812 △495,221 △230,408

１株当たり当期純
利益又は１株当た
り当期純損失(△)

(円) △93.03 60.29 △241.16 △112.20

総 資 産(千円) 12,774,866 13,600,776 12,466,767 12,065,197

純 資 産(千円) 3,657,673 4,011,120 3,480,730 3,338,306

１株当たり純資産額 (円) 1,781.14 1,953.28 1,695.00 1,625.64
（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数 (自己株式を控除した株式数）により算出しており

ます。
2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数（自己株式を控除した株式数）により算出しております。

2026年05月21日 13時08分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 9 ―

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％
株式会社ワールドフードサービス 20 100.0 飲 食 業

③ 企業結合の成果
上記に記載の重要な子会社（連結子会社）は１社であります。当連結会計年度の売上

高は265億65百万円（前年同期比5.4％減)、親会社株主に帰属する当期純損失２億30百
万円（前年同期４億95百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
事 業 部 門 主 要 な 事 業

食 肉 加 工 品 ハム・ソーセージ等の製造販売

惣 菜 そ の 他 加 工 品 レトルト食品、惣菜等の製造販売及び仕入販売

食 肉 食肉の仕入、加工及び販売

そ の 他 飲食店の経営
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（8）主要な営業所及び工場（2026年３月31日現在）

当

社

本 社 栃木県栃木市泉川町556番地

工 場
泉川工場（栃木県栃木市）
仙南工場（宮城県角田市）
泉川ミートセンター（栃木県栃木市）

西方工場（栃木県栃木市）
デリカ工場「翔」（栃木県栃木市）
菖蒲パックセンター（埼玉県久喜市）

営 業 所
仙台営業所（宮城県仙台市）
北関東営業所（栃木県宇都宮市）
群馬営業所（群馬県伊勢崎市）
首都圏販売部（東京都足立区）

福島営業所（福島県本宮市）
栃木営業所（栃木県栃木市）
新潟営業所（新潟県新潟市）
茨城ビーフセンター（茨城県茨城町）

直 売 所

＜レッケルバルト店＞
栃木本店（栃木県栃木市）
＜アロマテーブル店＞
亀有店（東京都葛飾区）
北砂店（東京都江東区）
川口店（埼玉県川口市）
足利店（栃木県足利市）

西新井店（東京都足立区）
横浜店（神奈川県横浜市）
小山店（栃木県小山市）
曳舟店（東京都墨田区）

子
会
社

株 式 会 社 ワ ー ル ド フ ー ド サ ー ビ ス 本 社（宮城県角田市）

（9）従業員の状況（2026年３月31日現在）
従 業 員 数（名） 前期末比較増減（名）

303 14（減）
（注） 上記従業員数には、契約社員（専任社員・パートタイマー）319名は含まれておりません。

（10）主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株 式 会 社 足 利 銀 行 2,047
株 式 会 社 栃 木 銀 行 808

株 式 会 社 常 陽 銀 行 363

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 333

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 268
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2. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 7,952,000株
（2）発行済株式数 2,102,000株（自己株式48,469株を含む）
（3）株主数 3,208名
（4）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

有 限 会 社 滝 沢 興 産 461,200 22.4

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 315,200 15.3

滝 沢 ハ ム 取 引 先 持 株 会 154,260 7.5

株 式 会 社 足 利 銀 行 75,600 3.6

瀧 澤 太 郎 60,000 2.9

瀧 澤 悦 子 48,700 2.3

上 野 さ り 45,200 2.2

吉 田 潤 子 43,800 2.1

岩 井 由 紀 子 43,800 2.1

田 中 悦 子 38,100 1.8
（注） 当社は、自己株式48,469株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 瀧 澤 太 郎

常 務 取 締 役 山 口 輝 管理本部長

取 締 役 浜 村 恭 弘 税理士 税理士法人浜村会計 社員税理士

取 締 役
（常勤監査等委員） 大 橋 晴 夫

取 締 役
（監 査 等 委 員） 鎌 形 俊 之 公認会計士・税理士 税理士法人鎌形会計 代表社員

取 締 役
（監 査 等 委 員） 新 田 裕 子 弁護士

（注）1. 取締役浜村恭弘、鎌形俊之及び新田裕子の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり
ます。

2. 情報収集の充実を図り、内部監査部等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督
機能を強化するために大橋晴夫氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 監査等委員大橋晴夫氏は、長年当社で経営管理及び経営戦略の業務に携わっており財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

4. 監査等委員鎌形俊之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

5. 監査等委員新田裕子氏は、弁護士の資格を有しており、法務及び会社経営に関する相当程度の知見
を有しております。

(2）事業年度中に退任した取締役
退任時の会社
における地位 氏 名 退 任 時 の 担 当 及 び

重 要 な 兼 職 の 状 況 退 任 日

専 務 取 締 役 阿 部 竹 男 食肉本部長 2026年３月31日

(注) 取締役阿部竹男氏は、辞任による退任であります。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査等委員は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第

425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査等委員の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を定
めており、その概要は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能するよ
うな報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と
することを基本方針としております。具体的には、取締役の報酬は、「固定金銭報酬」、「業
績連動金銭報酬」で構成されております。
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、役位及び職責等、並びに業績及び目標

達成度等を総合的に勘案して設定しております。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、取締役会で一任された代表取締役

社長が各取締役の評価及び会社業績等を勘案し、他の取締役と協議のうえ、報酬額を決定
しております。
監査等委員の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から固定報酬のみで

構成され、各監査等委員の報酬額は、監査等委員の協議によって決定しております。
また、2021年２月10日開催の定時取締役会において、取締役の個人別の報酬の内容に

係る決定方針について、決議しております。
② 取締役及び監査等委員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2025年６月25日開
催の第75回定時株主総会において年額200,000千円以内（うち社外取締役分は20,000千
円以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。当
該定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち社外取締役１名）です。
当社監査等委員の金銭報酬の額は、2025年6月25日開催の第75回定時株主総会におい

て年額30,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員であ
る取締役の員数は３名（うち監査等委員である社外取締役２名）です。
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③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社は、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長瀧澤太郎が取締役の個人別の報酬

額の具体的内容を決定しております。
その権限内容は、各取締役の基本月額報酬及び賞与の額並びに種類別の報酬割合です。

これらの権限を委任した理由は、当社を取り巻く環境や経営状況等を最も熟知し、総合的
に役員の報酬額を決定できると判断したためです。
取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう人事担当取締役

及び常勤監査等委員が報酬額の妥当性を監視しており、当該手続きを経て取締役の個人別
の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると
判断しております。
④ 取締役及び監査等委員並びに監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

55,752
(2,400)

55,752
(2,400)

―
(―)

―
(―)

4
(1)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

8,897
(3,600)

8,897
(3,600)

―
（―)

―
（―)

3
(2)

監査役
(うち社外監査役)

2,815
(1,050)

2,815
(1,050)

―
(―)

―
(―)

3
(2)

（注）1. 当事業年度末現在の人員は、取締役３名（うち社外取締役１名）、監査等委員である取締役３名（う
ち監査等委員である社外取締役２名）であります。上記の員数と相違しているのは、2025年６月
25日開催の第75回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役３名及び2026年３月31日付で退
任した取締役１名が含まれているためであります。

2. 当期において業績連動報酬等は、支給しておりません。
⑤ 業績連動報酬等に関する事項

取締役の事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、取締役に対して業績連動
報酬等として賞与を支給しております。
業績連動報酬等の額（又は数）の算定の基礎として選定した業績指標の内容は、各取締

役の業績、目標達成度、企画推進力であり、また、当該業績指標を選定した理由は事業年
度ごとの業績向上に対する意識を高め、当社グループの持続的な成長を意識した経営を促
進するためです。
業績連動報酬等の額の算定方法は、毎年２回一定の時期に業績指標を基に個別に決定い

たします。役員賞与総額は固定報酬と合わせて株主総会で決議された取締役の報酬限度内
で支給いたします。
当事業年度を含む決算値（選定した業績指標）の推移は１．（5）財産及び損益の状況に

記載のとおりです。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である法人等と当社の関係

該当事項はありません。
② 当事業年度における主な活動状況
（ア）取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 浜 村 恭 弘 当期開催の取締役会15回全てに出席しております。事業運営に関す
る事項、営業活動等経営全般にわたり質問や意見を述べております。

取 締 役
（監査等委員） 鎌 形 俊 之

当期開催の取締役会15回全てに出席し、また、当期開催の監査役会
３回及び監査等委員会7回全てに出席しております。取締役会等の議
案については、公認会計士・税理士としての高い専門知識を基に助言
を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 新 田 裕 子

第75回定時株主総会のおいて取締役に就任後、取締役会11回に出席
し、また、当期開催の監査等委員会７回全てに出席しております。取
締役会等の議案については、法律家としての高い専門知識を基に助言
を行っております。

（注） 浜村恭弘、鎌形俊之及び新田裕子の３氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員であります。

（イ）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
・社外取締役浜村恭弘氏は、当社の監査役を３年間在任し、当社の経営を理解していた
だいた経験及び税理士としての知見を活かて必要な発言を適宜行っております。

・社外取締役鎌形俊之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有しており、適宜必要な発言を行っております。

・社外取締役新田裕子氏は、弁護士の資格を有しており、その経歴から企業法務に関す
る相当程度の経験と専門的知識に基づき必要な発言を適宜行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に起因して損害賠償請求された場合
の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社の取締役及び監査等委員並びに執行役員

であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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4. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 アーク有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 32百万円
（注）1. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人
の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人
の報酬等について会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額を記載してお
ります。

3. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しており
ません。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した

場合は、当該会計監査人の解任又は不再任を検討し、株主総会に提出する会計監査人の解任
又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員会の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が
選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任
した旨と解任の理由を報告いたします。
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5. 会社の体制及び方針
（1）取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 代表取締役は、内部統制の有効性と妥当性を確保するため、行動規範ガイドラインをは
じめとするコンプライアンス体制に関する規程を制定し、全ての取締役、使用人がこれら
を遵守することを企業活動の前提とする。

② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を任命し、担当取締役は全社横断的なコン
プライアンス体制の整備、問題点の把握に努める。

③ 担当取締役は、各部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、かつ行
動規範ガイドライン等の実施状況を管理・監督し、全使用人に対しての適切な研修体制を
構築し、法令・定款等の遵守についてさらなる周知徹底を図る。

④ 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容調査及び対処案等
について、担当取締役を通じ代表取締役、取締役会、監査等委員会に報告される体制を構
築する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取扱いは、当
社文書管理規程及びそれに関する各管理マニュアル等に従い適切に保存及び管理を行い、
必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

② 職務執行情報のデータベース化を促進し、当該各文書等の存否及び保存状況を直ちに検
索することが可能とする体制を構築する。

③ 前２項に係る事務は、代表取締役が任命する取締役が所管し、第１項の検証・見直しの
経過及び第２項のデータベースの運用・管理について、四半期に一回以上、取締役会に報
告する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 品質、災害、環境、情報セキュリティ、コンプライアンス等に係るリスクは、それぞれ
の担当部署が必要に応じて規程、ガイドラインを制定し、研修の実施、マニュアルの作
成・配付及び周知を行う。

② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を全社のリスクに関する統括責任者として
任命し、当社グループ全体のリスク状況を網羅的・統括的に管理する。

③ 代表取締役は、代表取締役に直属する内部監査部署として、監査部を設置し、その事務
を管掌する。

④ 監査部は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なき
よう確認し、必要があれば監査方法の改定を行う。
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⑤ 監査部の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為
が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について
直ちにコンプライアンス委員会及び担当部署に通報される体制を構築する。

⑥ コンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の重要な問題について審議を行い、リ
スク管理規程の整備、運用状況の確認を行うとともに使用人に対する研修等を企画実行す
る。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中
期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとする。ま
た、経営目標が当初の計画どおりに進捗しているか月次業績報告を通じ検証を行う。

② 業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその
付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議し、その際には経営判断の原則に
基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制をとるものとする。

③ 日常の職務遂行に際しては、職務分掌規程、職務権限規程等に基づき権限の委譲が行わ
れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及
び監査に関する実施基準に基づき、財務報告に係る内部統制を構築する。

② 関係会社管理規程に基づき、子会社を管理し、子会社の業務執行は、定期的に報告する
体制とする。また、子会社の取締役又は監査役を当社から派遣し、取締役は当該子会社の
他の取締役の職務執行状況を監視・監督する。

③ 子会社のリスク情報の有無を監査する部署は、監査部とし、内部統制の改善策の指導、
実施の支援・助言を行う。

④ 監査部は、子会社に損失の危険に関するリスクが発生し、監査部がこれを把握した場合
には、直ちに発見されたリスクの内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等につ
いて、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を構築する。

⑤ 当社と子会社との間における不適切な取引又は会計処理を防止するため、監査部は、管
理本部及び子会社の監査担当部署と十分な情報交換を行う。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
① 監査等委員会の職務を補助すべき部署は監査部とし、専任の使用人が必要な場合には遅
滞なく配置することとする。

② 前項の具体的な内容については、監査等委員の意見を聴取し、人事担当取締役その他関
係各方面の意見も十分に考慮して決定する。

2026年05月21日 13時08分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 19 ―

（7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の任命及び異動は、監査等委員会の同意を必要
とする。

② 監査等委員会付の使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず監査等委員会の指揮
命令下で職務を遂行し、その評価については監査等委員の意見を聴取するものとする。

③ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人が、監査等委員会に報告を行ったことにより不
利な取扱いを行ってはならないものとする。

④ 監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払い又は償還等の請求をした場
合、その職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用を支払うも
のとする。

（8）当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等
委員への報告に関する体制

① 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会の定めによるところに従い、各監
査等委員の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。

② 前項の報告・情報提供として主なものは次のとおりとする。
a. 当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
b. 当社の子会社の監査役及び内部監査部門の活動状況
c. 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
d. 業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
e. 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要な事項
f. 内部通報制度の運用及び通報の内容
g. 社内稟議書、重要会議議事録及び監査等委員から要求された会議議事録の回付

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社の監査体制と内部統制システム体制の有効性を検証し、体制との調整を図り、よっ
て当社の監査体制の実効性を高めるため、代表取締役は監査等委員会、財務担当取締役及
び監査部長と定期的な意見交換会を開催する。

② 前項の同会議は、監査の実効性確保に係る各監査等委員の意見を十分尊重しなければな
らない。

③ 会計監査人の選任・不再任・解任に関する株主総会に提出する議案の内容は、監査等委
員会の決議によるものとする。

（10）反社会的勢力に対する基本方針
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる暴力団

をはじめとする反社会的勢力との取引を含めた一切の関係を遮断するため、以下の方針を
定める。
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① 当社は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として
これを拒否する。

② 当社は反社会的勢力による不当要求に対しては組織をもって対応し、当社の従業員の安
全を確保する。

③ 当社は、反社会的勢力への資金提供は絶対に行わない。
④ 当社は、反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由
とする場合であっても、事実を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。

⑤ 当社は反社会的勢力による不当要求に備えて、警察、暴力追放運動推進センター、弁護
士などの外部専門機関との緊密な連携を図る。

⑥ 当社は、反社会的勢力からの不当要求に対しては、刑事上もしくは民事上の法的対応を
行う。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保する

ための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は
以下のとおりであります。
① 当社の取締役会は、取締役７名（うち監査等委員３名）で構成し（2026年３月31日時
点）、取締役の職務執行を監督しました。主要な会議の開催として、取締役会は15回開催
され、取締役の職務の執行の適正性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高
めるために、当社の取締役会は、代表取締役社長の指揮・監督の下、各自の権限及び責任
の範囲内で、職務を執行いたしました。

② 子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社の取締役会にお
いて審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めまし
た。

③ 監査部は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状
況について、各部、工場及び営業所等を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況
を代表取締役及び監査等委員会に報告いたしました。

④ 監査等委員は、監査方針を含む監査計画を策定し、毎月１回の定時監査等委員会に加え
て適宜臨時監査等委員会を開催し、監査等委員間の情報共有に基づき会社の状況を把握
し、必要な場合は提言のとりまとめを行いました。さらに、監査等委員は、取締役、その
他使用人と対話を行い、監査部・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の職務の執行状
況を監査いたしました。

⑤ 常勤監査等委員は、稟議書等重要な決裁書類を閲覧し取締役の執行状況を監査するとと
もに、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて説明を
求めております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,973,476 流 動 負 債 6,760,177

現 金 及 び 預 金 1,966,855 買 掛 金 2,151,385
売 掛 金 2,504,200 短 期 借 入 金 2,805,000
商 品 及 び 製 品 990,789 １年内返済長期借入金 486,413
仕 掛 品 242,944 １ 年 内 償 還 社 債 200,000
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 225,013 リ ー ス 債 務 225,805
そ の 他 46,173 未 払 金 465,765
貸 倒 引 当 金 △2,499 未 払 法 人 税 等 36,224

固 定 資 産 6,091,720 賞 与 引 当 金 65,503
有 形 固 定 資 産 3,819,123 そ の 他 324,080
建 物 及 び 構 築 物 1,307,970 固 定 負 債 1,966,713
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 275,739 長 期 借 入 金 780,400
工 具、 器 具 及 び 備 品 91,782 リ ー ス 債 務 406,600
土 地 1,577,122 繰 延 税 金 負 債 354,319
リ ー ス 資 産 564,619 執行役員退職慰労引当金 17,933
そ の 他 1,890 退職給付に係る負債 294,444

無 形 固 定 資 産 242,336 そ の 他 113,015
ソ フ ト ウ エ ア 227,342 負 債 合 計 8,726,890
そ の 他 14,993 純 資 産 の 部

投資その他の資産 2,030,260 株 主 資 本 2,548,351
投 資 有 価 証 券 1,553,009 資 本 金 1,080,500
退 職 給 付 に 係 る 資 産 216,223 資 本 剰 余 金 684,424
そ の 他 273,001 利 益 剰 余 金 788,530
貸 倒 引 当 金 △11,974 自 己 株 式 △5,103

その他の包括利益累計額 789,954
その他有価証券評価差額金 670,981
退職給付に係る調整累計額 118,973
純 資 産 合 計 3,338,306

資 産 合 計 12,065,197 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,065,197
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日
から
まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 26,565,217
売 上 原 価 23,040,205
売 上 総 利 益 3,525,011
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,908,078
営 業 損 失 383,066
営 業 外 収 益

受 取 利 息 822
受 取 配 当 金 40,830
補 助 金 収 入 15,852
受 取 賃 貸 料 27,038
そ の 他 12,508 97,051

営 業 外 費 用
支 払 利 息 67,237
そ の 他 7,812 75,049

経 常 損 失 361,064
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 199,448 199,448
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 502
固 定 資 産 除 却 損 8,028
減 損 損 失 43,268 51,799

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 213,415
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,993 16,993
当 期 純 損 失 230,408
親会社株主に帰属する当期純損失 230,408

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日
から
まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,080,500 684,424 1,018,939 △5,103 2,778,760
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失 △230,408 △230,408
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 △230,408 △230,408
当 期 末 残 高 1,080,500 684,424 788,530 △5,103 2,548,351

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 630,935 71,034 701,970 3,480,730
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失 △230,408
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 40,045 47,939 87,984 87,984

当 期 変 動 額 合 計 40,045 47,939 87,984 △142,423
当 期 末 残 高 670,981 118,973 789,954 3,338,306
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2026年05月21日 13時08分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 25 ―

連 結 注 記 表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

連結子会社の数………１社
主要な連結子会社の名称……㈱ワールドフードサービス

② 非連結子会社の状況
該当する子会社はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
関連会社はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度末日は、３月末日であり、連結決算日と同一であります。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
そ の 他 有 価 証 券

市場価格のない株式等以外のもの … 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 … 主として移動平均法による原価法
棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おります。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

………定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ４年〜47年
機械装置及び運搬具 ３年〜15年

無形固定資産
（リース資産を除く）

………定額法によっております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用可能期
間）

リース資産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額
法によっております。

③ 重要な引当金の計上の方法
貸 倒 引 当 金……債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上して
おります。

賞 与 引 当 金……従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負
担分を計上しております。

執行役員退職慰労引当金……執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要
支給額を計上しております。

④ 繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費……支出時に全額費用処理しております。
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⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理することとしております。

⑥ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

収益及び費用の計上基準
当社グループは、食肉の販売並びに食肉加工品の製造及び販売を行っており、このよ
うな製品の販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を
獲得することから、履行義務を充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収
益を認識しております。また、一部の製品における収益について、顧客への財又はサ
ービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け
取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
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２. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失の認識の要否
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 3,819,123千円
無形固定資産 242,336千円

② 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社は食肉及び食肉加工品の製造販売を主な事業として営んでいますが、物価上昇に伴う

個人消費の減退から販売数量が減少し、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっ
ています。このため、減損の兆候があると認められ、当連結会計年度において減損損失の認
識の要否の判定を行った結果、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ
ーが帳簿価額を上回るとして、減損損失を認識しておりません。
当該判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りは、当社の事業計画

を基礎として行われますが、重要な仮定として、食肉及び食肉加工品の予想販売数量といっ
た高い不確実性を伴う仮定を使用しております。そのため、これらの仮定の見直しが必要に
なった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に固定資産の減損損失が計上される可能性
があります。
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３. 連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 10,532,269千円
（2）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 775,326千円
機械装置及び運搬具 53,308千円
土 地 1,371,969千円

計 2,200,603千円
② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,325,000千円
１年内返済長期借入金 277,681千円
長 期 借 入 金 513,604千円

計 2,116,285千円

４. 連結損益計算書に関する注記
減損損失に関する事項
減損損失の内訳

場所 用途 種類 減損損失
栃木県栃木市 遊休資産 土地 43,268千円
当社グループは、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグル

ープ化を行い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については
個別資産をグルーピングの最小単位としております。連結子会社については会社単位を基準
にグルーピングを行っております。
当連結会計年度において、遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額43,268千円を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額

等により評価しております。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 2,102,000株
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６. 金融商品に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、食肉及び食肉加工品の製造販売を行うための設備投資計画に照らして、
必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は短期的な預金等に限定し、
また、運転資金は銀行等金融機関からの借入等により調達しております。なお、デリバテ
ィブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。短期借入金は、

主に運転資金を目的としたものであり、また、社債、長期借入金及びファイナンス・リー
ス取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものでありま
す。なお、償還日は決算日後、最長で６年後であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、顧客毎の与信限度額に従い、営業債権について、営業管理部が主要な取引先の
状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について
も、顧客毎の与信限度額に応じて、同様の管理を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の

貸借対照表価額により表わされています。
② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、
また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社は、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理

しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中
当期の連結決算日現在における営業債権のうち８％が特定の大口顧客に対するものであ

ります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、市場価格の無い株式等は、次表には含め
ておりません((注２)を参照ください。)。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、
買掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

（単位：千円）
区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券
その他有価証券 1,456,944 1,456,944 ―

資産計 1,456,944 1,456,944 ―
（1）長期借入金 1,266,813 1,246,949 △19,863
（2）社債 200,000 196,664 △3,335
（3）リース債務 632,405 623,239 △9,160

負債計 2,099,218 2,066,852 △32,366
（注１） 有価証券に関する事項

投資有価証券
その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は436,381千円であり、売却益の合計は
199,448千円、売却損の合計は502千円であります。また、その他有価証券において、種類
ごとの取得価額、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）
種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株式 490,759 1,456,944 966,185

小計 490,759 1,456,944 966,185

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 490,759 1,456,944 966,185
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（注２） 市場価格のない株式等
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 96,065
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

（注３） 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

社債 200,000 ― ― ― ―

長期借入金 486,413 353,949 251,960 141,448 32,352

リース債務 225,805 156,792 118,951 72,196 43,742

合計 912,218 510,741 370,911 213,644 76,094

３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。
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(1) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 1,456,944 ― ー 1,456,944

計 1,456,944 ― ― 1,456,944

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ― 1,246,949 ― 1,246,949
社債 ― 196,664 ― 196,664
リース債務 ― 623,239 ― 623,239

計 ― 2,066,852 ― 2,066,852

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味し
た利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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７. 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、栃木県その他の地域において、賃貸等不動産（土地を含む）を有しております。
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 時 価
225,151千円 494,575千円

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

（注２） 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による原則的時価算定に基づく金額で
あります。

８. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度
食肉加工品部門 10,210,441千円
惣菜その他加工品部門 5,150,591千円
食肉部門 11,105,604千円
その他部門 98,580千円
顧客との契約から生じる収益 26,565,217千円
その他の収益 ―千円
外部顧客への売上高 26,565,217千円

（注）「その他部門」は外食部門等であります。
（2）収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約における履行義務の充足の時期、取引価格及び履行義務への配分額の算定
方法については、「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(4)会計方針に関する事項⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,625円64銭
（2）１株当たり当期純損失 112円20銭

10. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,949,846 流 動 負 債 6,743,992

現 金 及 び 預 金 1,951,564 買 掛 金 2,148,493
売 掛 金 2,498,229 短 期 借 入 金 2,805,000
商 品 及 び 製 品 990,139 １年内返済長期借入金 480,257
仕 掛 品 242,944 １ 年 内 償 還 社 債 200,000
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 225,013 リ ー ス 債 務 225,805
前 払 費 用 32,730 未 払 金 464,285
そ の 他 11,725 未 払 法 人 税 等 35,100
貸 倒 引 当 金 △2,499 未 払 費 用 139,679

固 定 資 産 5,889,616 賞 与 引 当 金 65,000
有 形 固 定 資 産 3,818,080 そ の 他 180,371
建 物 1,254,516 固 定 負 債 1,876,135
構 築 物 52,808 長 期 借 入 金 758,815
機 械 及 び 装 置 275,739 リ ー ス 債 務 406,600
車 両 運 搬 具 0 繰 延 税 金 負 債 295,203
工 具、 器 具 及 び 備 品 91,383 退 職 給 付 引 当 金 282,925
土 地 1,577,122 執行役員退職慰労引当金 17,933
リ ー ス 資 産 564,619 債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,642
建 設 仮 勘 定 1,890 そ の 他 113,015

無 形 固 定 資 産 242,312 負 債 合 計 8,620,128
ソ フ ト ウ エ ア 227,342 純 資 産 の 部
そ の 他 14,969 株 主 資 本 2,548,353

投資その他の資産 1,829,223 資 本 金 1,080,500
投 資 有 価 証 券 1,553,009 資 本 剰 余 金 685,424
関 係 会 社 株 式 1 資 本 準 備 金 685,424
出 資 金 40,635 利 益 剰 余 金 787,532
関係会社長期貸付金 77,505 そ の 他 利 益 剰 余 金 787,532
破 産 更 生 債 権 等 8,465 繰 越 利 益 剰 余 金 787,532
長 期 前 払 費 用 30,599 自 己 株 式 △5,103
前 払 年 金 費 用 27,955 評価・換算差額等 670,981
そ の 他 180,532 その他有価証券評価差額金 670,981
貸 倒 引 当 金 △89,480 純 資 産 合 計 3,219,334

資 産 合 計 11,839,463 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,839,463
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2026年05月21日 13時08分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 36 ―

損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日
日
から
まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 26,466,637
売 上 原 価 23,005,703
売 上 総 利 益 3,460,933
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,852,713
営 業 損 失 391,779
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,448
受 取 配 当 金 40,830
受 取 手 数 料 1,518
補 助 金 等 収 入 15,852
受 取 賃 貸 料 27,038
そ の 他 11,083 97,771

営 業 外 費 用
支 払 利 息 66,868
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 △1,603
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △4,489
そ の 他 7,812 68,588

経 常 損 失 362,596
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 199,448 199,448
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 502
固 定 資 産 除 却 損 8,028
減 損 損 失 43,268 51,799

税 引 前 当 期 純 損 失 214,947
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,460 15,460
当 期 純 損 失 230,407

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日
から
まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,017,940 1,017,940
当 期 変 動 額
当 期 純 損 失 △230,407 △230,407
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 △230,407 △230,407
当 期 末 残 高 1,080,500 685,424 685,424 787,532 787,532

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △5,103 2,778,761 630,935 630,935 3,409,696
当 期 変 動 額
当 期 純 損 失 △230,407 △230,407
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 40,045 40,045 40,045

当 期 変 動 額 合 計 △230,407 40,045 40,045 △190,362
当 期 末 残 高 △5,103 2,548,353 670,981 670,981 3,219,334
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……主として移動平均法による原価法
棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・原材料・仕掛品

……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品 ……最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

……定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ７年〜47年
機械及び装置 ３年〜15年

無形固定資産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用可能期間)

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法
によっております。
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（3）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞 与 引 当 金……従業員賞与の支払に備え、支給見込額のうち当期負担分を計上し
ております。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

執行役員退職慰労引当金……執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支
給額を計上しております。

債務保証損失引当金……子会社の保証債務の履行に伴う損失に備えるため、各社の財産状
況及び損益状況を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

（4）繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費……支出時に全額費用処理しております。
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（5）収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

収益及び費用の計上基準
当社は、食肉の販売並びに食肉加工品の製造及び販売を行っており、このような製品の
販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得すること
から、履行義務を充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識してお
ります。また、一部の製品における収益について、顧客への財又はサービスの提供にお
ける当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先等
に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失の認識の要否
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 3,818,080千円
無形固定資産 242,312千円

② 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表（「２．会計上の見積りに関する注記」）に記載した内容と同一であります。
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３. 貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 42千円
短 期 金 銭 債 務 21千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 10,505,925千円

（3）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

建 物 775,326千円
構 築 物 0千円
機 械 及 び 装 置 53,308千円
土 地 1,371,969千円

計 2,200,603千円
② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,325,000千円
１年内返済長期借入金 277,681千円
長 期 借 入 金 513,604千円

計 2,116,285千円
４. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営 業 取 引
その他の営業取引高 80千円

営業取引以外の取引高 1,478千円
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（2）減損損失に関する事項
減損損失の内訳

場所 用途 種類 減損損失
栃木県栃木市 遊休資産 土地 43,268千円
当社は、原則として事業用資産、賃貸用資産及び遊休資産の区分にて資産のグループ化を

行い、事業用資産については単一の事業体を、賃貸用資産及び遊休資産については個別資産
をグルーピングの最小単位としております。
当事業年度において、遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

43,268千円を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額

等により評価しております。

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当期末における自己株式の数

普通株式 48,469株

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 238,354千円
退職給付引当金 88,152千円
賞与引当金 20,410千円
未払事業税 6,138千円
貸倒引当金 28,838千円
その他 110,915千円

繰延税金資産小計 492,810千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △238,354千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △254,456千円

評価性引当額小計 △492,810千円
繰延税金資産計 ―千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 295,203千円

繰延税金負債計 295,203千円
繰延税金負債の純額 295,203千円
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７. 関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称 住所

資本金
又は
出資金

（百万円）

事業の
内 容

議決権
等の被
所有割
合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上
の関係

法人主
要株主

伊藤忠
商事㈱

東京都
港 区 253,448 総 合

商 社
直接
15.3 ―

― 製品の
販売 ― ― ―

原料・
商品の
仕入

原料・
商品の
購入

416,685 買掛金 80,171

法人主
要株主
の子会
社

プリマ
ハム㈱

東京都
品川区 7,908

食品の
製造・
販売会
社

― ―
― 製品の

販売 1,408,862 売掛金 123,900
原料・
商品の
仕入

原料・
商品の
購入

853,792 買掛金 119,602

（注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。
2. 原料・商品の仕入については、伊藤忠商事㈱及びプリマハム㈱以外からも複数の見積りを入手し、市

場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。
（2）子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内 容

議決権
等の
所有割
合(％)

関係内容
取引の
内 容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
㈱ワー
ルドフ
ードサ
ービス

宮城県
角田市 20,000 飲食業 直接

100.0
兼任
3人 ―

資金の
貸付 ―

関係会
社長期
貸付金

77,505

貸倒引
当金の
繰入

△4,489 貸倒引
当金 77,505

債務保
証損失
引当金
の繰入

△1,603
債務保
証損失
引当金

1,642

（注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
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８. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,567円71銭
（2）１株当たり当期純損失 112円20銭

９. 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
202６年５月21日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 浦 大 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 嵜 祥 平

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の2025年４月１

日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、滝沢ハム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高
い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 浦 大 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 嵜 祥 平

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の202５年

４月１日から202６年３月31日までの第7６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高
い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年４月１日から202６年３月31日までの第7６期事業年度における

取締役の職務の執行に関して、監査いたしました。その方法及び結果につき、以下の通り報告い
たします。
1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
の決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役及び使用人等からその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等らその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

202６年５月21日
滝沢ハム株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 大 橋 晴 夫 ㊞

監 査 等 委 員 鎌 形 俊 之 ㊞

監 査 等 委 員 新 田 裕 子 ㊞

以 上
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新栃木駅

至 宇都宮

至 日光

至 小山

至 浅草

JR両毛線
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利
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行

赤
津
川

栃商高

当社看板

カワチ

栃木I.C

ローソン

セブンイレブン

セブンイレブン

東
北
自
動
車
道

イオン

カワチ

マクドナルド

栃木駅

栃
木
バ
イ
パ
ス

当社
本店

至 高崎

栃女高

株主総会会場ご案内図
会場：栃木県栃木市泉川町556番地

当社本店４階会議室
電話 0282 (23) 5640

◎ 交通のご案内
・JR両毛線栃木駅、東武日光線栃木駅より車で約10分
・東北自動車道栃木インターチェンジより車で約10分
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